
【様式第1の1　交付申請書　記載内容】

 「識別番号」は廃止になりました

　申請方法等はＨＰ内でご確認をお願いいたします

① 第　号 ： 申請者の管理番号（任意）空欄可（空欄でも申請に影響はありません）

② 申請日 ： 申請日（提出日）を記載

③ 申請者 ： 住 所 〒　　　　：郵便番号、都道府県名より記載

氏名又は名称　　：申請者名（会社名）を記載、車検証上の所有者となる氏名又は名称

代表者役職・氏名：代表者の役職名、氏名を記載

　　　　　　　　　個人事業者（個人名）申請の場合、「氏名又は名称」に個人名を

　　　　　　　　　記載しているので空欄

　郵送による申請時、「捺印」は不要になりました

④ 貸渡し先 ： リース会社の申請時のみ貸渡し先の名称を記載

⑤ ２項．前年度申請番号及び交付決定年月日：注４

複数年事業申請で、翌年度(２年目)に申請する場合にのみ記載すること

⑥ ３項．補助金交付申請額：注５

様式第1（その6の1）に記載されている台数分の交付申請額の合計を記載

⑦ ４項．補助事業の完了予定年月日：導入車両の登録年月日（予定）を記載

　　　　　　　　　　　　　　　（複数台導入の場合、いちばん遅い登録予定年月日を記載）

⑧ ５項．複数年度事業の開始及び完了予定年月日：注４

複数年事業申請で、翌年度(２年目)に申請する場合にのみ記載すること

⑨ ６項．補助対象充電設備の申請番号：車両申請前に充電設備の申請を行っている場合、

　　　　　　　　　　　　　　　　　その申請番号を記載

⑩ ７項．複数年度事業で翌年度に充電設備の補助金申請予定（該当する欄に○を付す）：

「有」「無」どちらかの左欄に○を記載　単年度申請の場合は「○」印の記載は不要

⑪ ８項．本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等： 担当者連絡先のメールアドレスは必ず記載

　　　・電子申請時(メール申請時)：責任者連絡先欄と担当者連絡先欄の両方に必ず記載

　　　・jGrants申請時　　　　　 ：責任者連絡先欄と担当者連絡先欄の両方に必ず記載

　 　 ・郵送申請時　　　　　　　：責任者連絡先欄と担当者連絡先欄の両方に必ず記載

　　　・個人事業者（個人名）申請時：責任者連絡先欄と担当者連絡先欄の両方に必ず記載、

　　　  　　　　　　　　　　　　　　担当者連絡先のメールアドレスは必須

　　　・ＦＡＸが無い場合、ＦＡＸ番号欄に「なし」と記載

※担当者連絡先の住所へ重要書類を郵送いたします 郵送先が③の申請者住所と異なる場合のみ記載

※担当者連絡先のメールアドレスは「重要書類の送信」及び「申請書類等の問合せ」等が

　ある場合に使用いたします　※機構からの申請書類の問い合わせ等は早めに対応をお願いいたします

⑫ 注意書きについて確認をお願いいたします

※複数年度事業であっても、当該年度に必要な金額（単年度分のみ）を申請すること、複数年度の

　合計金額で申請しないこと


